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京大東アジアセンターニュースレター   第 346 号
(旧・「京大上海センターニュースレター」) 








○ 読後雑感 ： ２０１０年 第２２回 








日時 2010 年 12 月 11 日(土) 10:00-20:00 
12 日(日)   9:00-17:00 
 
会場 京都大学経済学研究科 2F 大会議室 
 
===  2010 年 12 月 11 日(土)  === 
 









12:30-13:30  昼食(各自食堂にて) 
来日学者+基調報告者+日本側コーディネーターは 202 演習室で打合せ 
 















18:30-  懇親会 会場:洛友会館 1F レストラン(東大路近衛東入る tel:075-753-7603) 
(中国側および院生無料、日本側参加費 4000 円、但し京大東アジア・センター協力会員は無料) 
 
===  2010 年 12 月 12 日(日)  === 
 












12:50-13:50  昼食(各自食堂にて) 
来日学者+日本側コーディネーターは 202 演習室で打合せ 
 










================12 月 10 日(金) 歓迎レセプション ============= 
参加予定 来日中国人研究者+開催校コーディネーター(それ以外の方は要事前予約) 









  時 間： 2010 年 12 月 14 日(火) 16：30－18：00  
  場 所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館 3 階第 3 教室 
  報告者： 張浩川（復旦大学日本研究センター副主任、准教授） 
テーマ： 「中国における BOP ビジネス展開の可能性」（仮題） 
 
講師略歴： 
1971 年上海生まれ、1992 年日本へ留学、1994 年専修大学経済学部入学、同大学院経営学研究科修士課程、










 前期： 4 月 20 日（火）、 5 月 18 日（火）、 6 月 15 日（火）、7 月 6 日(火)、7 月 20 日（火） 


























































































 わたしは、この事件の発端のとき新聞はどう伝えていたのかと気になり、図書館に出かけて 9 月 8 日～10 日の五紙
（日経、読売、産経、毎日、朝日）の朝夕刊を調べた。結論は、日本政府（特に官房長官）の判断ミス、ボタンの掛け
違いが、この事件を一層複雑なものにしてしまったと理解した。 
 事件は 9 月 7 日の午前中から発生している。海保（幹部）は「われわれだけで（立件を）決められる問題ではなかっ
た」（「産経」9 月８日朝刊）、仙谷官房長官は外務省(岡田外相＝当時、はベルリンへ出張中)と海保の幹部を集め、
協議。 








 中国外務省の宋次官は 8 日に丹羽中国大使を呼び、「衝突は日本の策略だ」と「強い抗議」（「朝日」「日経」9 日朝
刊）、日本側は「粛々と日本の国内法に基づき」と述べるのみで、中国側への「抗議」の様子は見受けられない。 



















                   （2010 年 11 月 24 日 記） 
************************************************************************************************ 




                                                             小島正憲 
 
《インバウンド特集》    




４．「中国デフレ」  ５．「変わる中国 変わらぬ中国」  ６．「あなたの商品を中国に売る３３の方法」  ７．「湖南省と日本の交流素描」 
 
１．「中国人観光客にもっと売る新おもてなし術」  斉藤茂一著  ぱる出版刊  １０月８日発行 
副題 ： 「“ツアー誘致＆アテンド１０００人” 豊富な実体験に基づいた売り上げ UP の秘策」 


































２．「百度式 ６００万人中国観光客を呼び込む方法」  陳海騰著  東洋経済刊  ９月９日発行 






















３．「中国人インバウンド調査」  日本経済新聞社産業地域研究所刊  １０月２５日発行   


















































      
---------------------------------------------------------------------------------------------- 
稲荷神社と関帝廟                            １５．JUL．０９    小島正憲     









    


































４．「中国デフレ」  長田鬼門著  ザメディアジョン刊  １１月１日発行 

















５．「変わる中国 変わらぬ中国」  佐藤竜一著  彩流社刊  １０月２５日発行 









６．「あなたの商品を中国に売る３３の方法」  筧武雄・遠藤誠著  アスカ刊  １０月２８日発行 





























離れた内容が記述してある。                                      《 世貿商城内の B 社 》 
                                                         

















る。    









勤皇僧：月性の漢詩 「将東遊題壁」 （毛沢東が西郷隆盛作と勘違いしたもの） 
  男兒立志出郷關 學若無成不復還 埋骨何期墳墓地 人間到處有青山 
   毛沢東の漢詩 「留呈父親」 
     孩兒立志出郷關 學不成名誓不還 埋骨何須桑梓地 人間無處不青山 
 
















                                                             小島正憲 
１．と２．は実地検証済み。 ３、以下は情報のみ。 





有毒ガスが広範囲に拡散すると危険視されていた。       
・私見 ： 大連新港近辺は立ち入り禁止となっており、撮影できなかった。なお７月に
起きた爆発の結果の原油の流出は、かなり離れた大連の海水浴場も汚染されており、
３か月後でも、除去作業は終わっていなかった。             《油を吸着させたワラが放置されたままの浜辺》  
現在の中国には、このような事故に敏速に対応する手法が確立されていない。ここにも中国経済大躍進の負の部分


































































































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2008 年              
10 月  8.2 22.0 4.0 24.4 353 19.0 15.4 ▲26.1 ▲0.8 15.0 14.6 
11 月  5.4 20.8 2.4 23.8 402 ▲2.2 ▲18.0 ▲38.3 ▲36.5 14.7 13.2 
12 月 9.0 5.7 19.0 1.2 22.3 390 ▲2.8 ▲21.3 ▲25.8 ▲5.7 17.8 15.9 
2009 年             
1 月    1.0  391 ▲17.5 ▲43.1 ▲48.7 ▲32.7 18.7 18.6 
2 月  （3.8） (15.2) ▲1.6 (26.5) 48 ▲25.7 ▲24.1 ▲13.0 ▲15.8 20.5 24.2 
3 月 6.1 8.3 14.7 ▲1.2 30.3 186 ▲17.1 ▲25.1 ▲30.4 ▲9.5 25.5 29.8 
4 月  7.3 14.8 ▲1.5 30.5 131 ▲22.6 ▲23.0 ▲33.6 ▲20.0 25.9 27.1 
5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲22.4 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
6 月 7.9 10.7 15.0 ▲1.7 35.3 83 ▲21.4 ▲13.2 ▲3.8 ▲6.8 28.5 31.9 
7 月  10.8 15.2 ▲1.8 (32.9) 106 ▲23.0 ▲14.9 ▲21.4 ▲35.7 28.4 38.6 
8 月  12.3 15.4 ▲1.2 (33.0) 157 ▲23.4 ▲17.0 ▲2.05 7.0 28.5 31.6 
9 月 8.9 13.9 15.5 ▲0.8 (33.4) 129 ▲15.2 ▲3.5 10.6 18.9 29.3 31.7 
10 月  16.1 16.2 ▲0.5 (33.1) 240 ▲13.8 ▲6.4 ▲6.2 5.7 29.5 31.7 
11 月  19.2 15.8 0.6 (32.1) 191 ▲1.2 26.7 10.0 32.0 29.6 34.8 
12 月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010 年             
1 月    1.5  142 21.0 85.6 24.7 7.8 26.0 29.3 
2 月  (20.7) (17.9) 2.6 (26.6) 76 45.7 44.7 2.5 1.1 25.5 27.2 
3 月 11.9 18.1 18.0 2.4 26.3 ▲72 24.2 66.4 28.1 12.1 22.5 21.8 
4 月  17.8 18.5 2.8 25.4 17 30.4 50.1 21.3 24.7 21.5 22.0 
5 月  16.5 18.7 3.1 25.4 195 48.4 48.9 29.3 27.5 21.0 21.5 
6 月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7 月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8 月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9 月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10 月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
